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ま え が き 
 

近年の社会経済構造の変化に伴い，人事管理の個別化・多様化，就業形態や就業意識の多

様化等が進む中で，労働者が納得・安心して働くことができる環境作りや，今後の良好な労

使関係の形成に資するとの観点から，労働契約の成立から展開，終了に至るまでの各場面に

おける労働契約に関するルールの整理・整備を行い，その明確化を図ることの必要性が各方

面から指摘されている。厚生労働省においても，今後の労働契約法制の在り方について包括

的な検討が開始されているところである。 

 これら労働契約に関するルールについて，我が国では，労働基準法等の制定法によって規

律されてきた部分もあるが，多くは裁判所の形成した判例法理（最高裁判所判決や多くの下

級審裁判例の積み重ねによって形成された先例的価値を有する法的ルール）に委ねられてき

た。しかし，判例法理は必ずしもそのルールの内容が明らかにされ労使当事者間で認識が共

有されているとはいえない状況にあり，また，これは既存の法体系を前提に形成されている

ことから現在の労働契約関係の実情に照らしてより適切なルールを定立する必要性も高まっ

ている。また，個別労使紛争の増加に対応して，近年，個別労働関係紛争解決促進法に基づ

く紛争処理制度の導入や労働審判法による労働審判制度の導入等，紛争処理システムの整備

が急速に進み，紛争処理制度における判断規範の明確化も要請されている。 

このような状況の中で，今後の日本の労働契約に関するルールを考えるに当たっては，諸

外国における労働契約法制やそれを支える紛争処理制度についての比較法的検討から有益な

情報を得ることが期待できる。しかし，諸外国の個別の制度についての紹介や個別の国につ

いての概説書による検討の蓄積はあるものの，労働契約の各場面を規律するルールについて

包括的かつ統一的視点から分析を行った比較法研究は多くはない。 

そこで，独立行政法人 労働政策研究・研修機構においては，厚生労働省からの研究要請

を受けて，今後の労働契約法制の在り方に関する議論に資することを目的として，「諸外国

の労働契約法制に関する調査研究」ＷＧ（座長 東京大学大学院法学政治学研究科教授 荒木 
尚志，慶應義塾大学大学院法務研究科教授 山川 隆一）を設け，ドイツ，フランス，イギリ

ス及びアメリカにおける，労働契約の成立から展開を経て終了に至るまでの各場面における

労働契約に係る法制度及びその運用実態等について，調査研究を行ってきた。本報告書はそ

の成果を取りまとめたものである。 

 本報告書が労働契約法制に係る議論の参考となれば幸いである。 

 なお，本報告書のとりまとめは，当機構主任研究員 小堀 幸一，副主任研究員 池添 弘邦 が

行った。 

 
2005 年 8 月 
 

                                           独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
                                                 理事長  小  野   旭 
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